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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期
第２四半期
連結累計期間

第11期
第２四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

営業収益　（注）２、３ (千円) 434,729 95,357 694,429

経常損失(△) (千円) △19,437 △95,542 △105,740

四半期(当期)純損失(△) (千円) △33,184 △58,736 △6,922

四半期包括利益又は包括利

益
(千円) △49,658 △88,788 △20,129

純資産額 (千円) 3,629,832 3,475,022 3,563,810

総資産額 (千円) 4,424,313 4,107,958 4,271,232

１株当たり四半期(当期)

純損失金額(△)
(円) △7.20 △13.94 △1.55

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額

(注)４

(円) － － －

自己資本比率 (％) 82.0 84.6 83.4

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) △109,241 △114,051 1,310,631

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) △131,838 △150,978 △556,619

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) △55,826 － △151,377

現金及び現金同等物の四半

期末(期末)残高
(千円) 2,293,681 2,928,192 3,193,222

 

回次
第10期
第２四半期
連結会計期間

第11期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益

金額又は1株当たり四半期

純損失金額(△)

(円) 4.97 △4.77

 （注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　営業収益は売上高とその他の営業収入を合計したものです。

３　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当社は、平成26年７月31日開催の取締役会において、再生エネルギー・環境事業に係る対顧客業務を担っていた連

結子会社のグリーン環境株式会社の全株式を運河礎石有限公司に譲渡することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締

結いたしました。また、同年８月１日に、本契約に基づき、グリーン環境株式会社の全株式を譲渡いたしました。

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の変更については、次

のとおりであります。

（1）再生エネルギー・環境事業

連結子会社の日本エネ製作株式会社において、太陽光発電システムによる売電事業を行っております。

（2）投資・金融サービス業

主な事業内容及び関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要

な変更があった事項は次のとおりです。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社連結

子会社）が判断したものであります。

（1）再生エネルギー・環境事業について

　九州電力株式会社が平成26年９月24日に公表した九州本土の再生可能エネルギー発電設備に対する接続申込

みの回答保留により、計画どおりの売電収入が得られない可能性が出てまいりました。

継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、前連結会計年度まで10期連続の営業損失を計上しており、当第２四半期連結累計期間において

も営業損失86百万円を計上しております。当社は、連結子会社の日本エネ製作株式会社が行う売電事業に経営資源

を集中させるため、当第２四半期連結会計期間において、同じく連結子会社で太陽光発電システムの販売・施工等

を行っていたグリーン環境株式会社の全株式を運河礎石有限公司に譲渡いたしましたが、九州電力株式会社が平成

26年９月24日に公表した九州本土の再生可能エネルギー発電設備に対する接続申込みの回答保留により、売電事業

計画に大幅な差異が生じる恐れが出てきたことから、利益の計上が不透明な状況となっております。

　これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、契約した重要な契約は次のとおりであります。

　連結子会社の株式譲渡契約

　当社は、平成26年７月31日開催の取締役会において、連結子会社であったグリーン環境株式会社の全株式を、運

河礎石有限公司へ譲渡することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

 

１．株式譲渡の理由

　グリーン環境株式会社は、平成21年7月より太陽光発電システムの販売業務を開始いたしました。また、平成24

年1月には施工部門を設置し、販売から施工まで一貫して請け負える体制を構築してまいりました。

　一方で、当社の連結子会社である日本エネ製作株式会社は、平成25年11月より太陽光発電システムによる売電

事業に参入し、事業を展開しておりました。再生エネルギー・環境事業に係る対顧客業務をグリーン環境株式会

社、売電事業を日本エネ製作株式会社が行う体制を整えておりましたが、平成26年７月時点で日本エネ製作株式

会社が計画する自社発電所の候補案件が増加しつつあり、売電事業計画が順調に推移していたことなどから、同

事業のビジネスモデルの再構築を検討した結果、今後は経営資源を売電事業推進のための自社発電所建設に集中

させることを決定いたしました。これにより、連結子会社のグリーン環境株式会社の株式を運河礎石有限公司に

譲渡することを決議したものであります。

 

２．異動する子会社の概要

名称 グリーン環境株式会社

所在地 東京都港区芝浦二丁目16番８号

代表者の氏名 佐藤　不三夫

 

３．全株式譲渡の相手先の概要

名称 運河礎石有限公司

所在地 RMS501-２ JUBILEE CTR18 FENWICK STREET WAN CHAI HONG KONG

代表者の氏名 小笠原　淳雄

 

４．譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況

異動前の所有株式数 2,080株（議決権の数：2,080個、議決権所有割合：100％）

譲渡株式数 2,080株（議決権の数：2,080個、譲渡価額：2,080円）

異動後の所有株式数 ０株（議決権の数：０個、議決権所有割合：０％）

 

５．異動年月日

平成26年８月１日  
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社連結子会

社）が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日）におけるわが国経済は、消費税率引上げ

に伴う駆け込み需要の反動により消費の弱さが残るものの、次第にその影響も薄れ、雇用や所得環境の改善が続

き、各種政策の効果も相まって緩やかに回復していくことが期待されます。ただし、駆け込み需要の反動の長期化

や米国の金融緩和縮小による影響、中国やその他の新興国経済の先行きなどが、わが国の景気を下押すリスクに

なっています。

　このような経済・市場環境のもと、当社グループの営業収益の内訳としては、売上高は92百万円（前年同四半期

比79.2％減）、その他の営業収入は３百万円（前年同四半期は７百万円の損失）となりました。また、販売費及び

一般管理費は128百万円（前年同四半期比30.6％減）となりました。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社が保有するグリーン環境株式会社の全株式を譲渡したことによ

り、同社は連結の範囲から除外されました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の当社グループの連結業績は、営業収益95百万円（前年同四半期比78.1％

減）、営業損失86百万円（前年同四半期は55百万円の営業損失）、経常損失は95百万円（前年同四半期は19百万円

の経常損失）、四半期純損失は58百万円（前年同四半期は33百万円の四半期純損失）となりました。

　セグメント別の業績は次のとおりであります。

①再生エネルギー・環境事業

　当社グループは、再生エネルギー・環境事業において対顧客業務と、太陽光発電による売電事業の二極体制を

整えておりましたが、平成26年７月時点で当社グループが計画する自社発電所の候補案件が増加しつつあり、売

電事業計画が順調に推移していたことなどから、今後は経営資源を売電事業推進のための自社発電所建設に集中

させることとし、当第２四半期連結会計期間に、対顧客業務を行っておりましたグリーン環境株式会社の全株式

を譲渡しました。これにより、同社が当第２四半期連結会計期間の期首より除外され、売上高が大幅に減少いた

しました。

　この結果、再生エネルギー・環境事業の売上高は92百万円（前年同四半期比80.5％減）、セグメント損失は71

百万円（前年同四半期は61百万円のセグメント利益）となりました。

②投資・金融サービス業

　当社グループの投資・金融サービス業はグリーンインベスト株式会社にて金融商品取引を中心にディーリング

事業を行っております。

　この結果、投資・金融サービス業の営業収益は１百万円（前年同四半期は７百万円の営業損失）、セグメント

損失は２百万円（前年同四半期は106百万円のセグメント損失）となりました。

　なお、上記セグメント業績は、内部取引及び振替高を含めて表示しております。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の残高は、主に営業活動によるキャッシュ・フローが△

114百万円、投資活動によるキャッシュ・フローが△150百万円、財務活動によるキャッシュ・フローの計上は無

かったことから、前連結会計年度末に対して、265百万円減少（8.3％減）し、2,928百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは△114百万円（前年同四半期は△109

百万円）となりました。これは主に税金等調整前四半期純損失△54百万円、投資有価証券売却益△39百万円、負の

のれん償却額△14百万円となったことなどによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローは△150百万円（前年同四半期は△131

百万円）となりました。これは有形固定資産の取得による支出が△207百万円となったものの、投資有価証券の売

却による収入が55百万円となったことなどによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローの計上はありません。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 「１ 事業等のリスク」に記載のとおり、当社グループにおきましては、当第２四半期連結累計期間において、重

要な事象が存在しておりますが、当該重要事象を解消すべく、「３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況の分析　（7）事業等のリスクに記載した重要事象等の分析・検討内容及び当該重要事象を解消し、又は改

善するための対応策」に記載した対応策を順次とり進めてまいります。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5）主要な設備

① 新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第２四半期連結累計期間に著しい変更があった設備は次

のとおりであります。

新設

会社名

事業所名
所在地

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額
資金調達

方法

着手及び完了予定年月

総額

（百万円）

既支払額

（百万円）
着手 完了

日本エネ製作㈱
宮崎県

宮崎市

再生エネルギー・

環境事業
太陽光発電所 250 ０ 自己資金 未定 未定

（注１）電力会社等との交渉次第では、計画が変更、又は中止となることがあります。

（注２）以下の設備については、第１四半期連結会計期間において新設としておりましたが、当第２四半期連結

会計期間において、九州電力株式会社が平成26年９月24日に公表した九州本土の再生可能エネルギー発電

設備に対する接続申込みの回答保留により休止しております。

会社名

事業所名
所在地

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額
資金調達

方法

着手及び完了予定年月

総額

（百万円）

既支払額

（百万円）
着手 完了

日本エネ製作㈱
宮崎県

児湯郡

再生エネルギー・

環境事業
太陽光発電所 71 － 自己資金 未定 未定

日本エネ製作㈱
宮崎県

宮崎市

再生エネルギー・

環境事業
太陽光発電所 100 ２ 自己資金 未定 未定

日本エネ製作㈱
宮崎県

宮崎市

再生エネルギー・

環境事業
太陽光発電所 342 ０ 自己資金 未定 未定

 

② 前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当

第２四半期連結累計期間に著しい変動があったものは次のとおりであります。

売却

会社名

事業所名
所在地

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額
資金調達

方法

着手及び完了予定年月

総額

（百万円）

既支払額

（百万円）
着手 完了

日本エネ製作㈱
宮崎県

児湯郡

再生エネルギー・

環境事業
太陽光発電所 53 23 自己資金 平成26.4 ―

（注）当第２四半期連結累計期間に計画が中止となり、平成26年７月31日に売却いたしました。

 

(6）従業員数

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループは、連結子会社１社の全株式を譲渡したことから、当第２四

半期連結累計期間末において、当社グループ従業員数は前連結会計年度末に比べて22名減少し、８名となりまし

た。
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(7）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するた

めの対応策

①再生エネルギー・環境事業

　当社グループは、平成21年７月から同事業の営業活動を開始しておりますが、当第２四半期連結累計期間にお

いて利益計上するに至っておらず、ビジネスモデルの再構築による黒字化が課題となっております。

　当社グループは平成24年７月に施行された「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措

置法」により、太陽光発電による売電事業を推進しておりますが、一部の太陽光発電所につきましては施工が完

了し、当第２四半期連結累計期間末までに宮崎県で２箇所、山梨県で１箇所、計３箇所において売電を行ってお

ります。その他、宮崎県内に４箇所の新設を予定しており、当初の計画の残り３箇所を含め、これらの設備が全

て完成いたしますと、平成27年度中には10箇所の太陽光発電所による売電が可能となり、安定的な売上高が得ら

れる計画でありました。そのため当社グループは、再生エネルギー・環境事業に係る対応策として、今後は経営

資源を売電事業推進のための自社発電所建設に集中させることとし、平成26年８月１日付で連結子会社のグリー

ン環境株式会社の全株式を運河礎石有限公司に譲渡いたしました。詳細につきましては、「２　経営上の重要な

契約等」をご参照ください。

　ところが、九州電力株式会社が平成26年9月24日に公表した九州本土の再生可能エネルギー発電設備に対する接

続申込みの回答保留により、新設予定の太陽光発電所のうち３箇所については、同社による系統連系の接続検討

が保留された状況となり、今後の同社及び政府の再生可能エネルギー政策への対応状況を見極めながら、売電事

業計画の見直し及び新規事業による新たな収益源の検討を進めてまいります。

②投資・金融サービス業

　当社グループの投資・金融サービス業は、一般事業会社として自らの資産を運用するディーリング事業が中心

になっております。当社グループでは株価指数先物取引等のデリバティブ取引を中心にディーリングを行ってお

ります。しかしながらグループ全体の収益確保に貢献するには至っていないことから、グリーンインベスト株式

会社では運用方法等を検討し、安定した運用収益の確保を目指します。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

 
②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月12日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 6,543,700 6,543,700

福岡証券取引所

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)

単元株式数

100株

計 6,543,700 6,543,700 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

－ 6,543,700 － 2,500,000 － 1,427,605

 

（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

吉　田　信　明 横浜市青葉区 1,190 18.19

佐　藤　不三夫 東京都世田谷区 398 6.09

吉原商品㈱ 東京都杉並区浜田山２丁目３番15号 255 3.91

木　原　和　喜 神奈川県鎌倉市 232 3.55

宮　岡　信　治 熊本県八代市 186 2.85

木原商事㈱ 東京都杉並区浜田山２丁目３番15号 141 2.16

木　原　秋　好 東京都杉並区 129 1.98

竹　村　義　則 広島市安佐南区 125 1.91

吉　田　延　史 川崎市中原区 91 1.40

川　崎　芳　徳 福岡県春日市 83 1.28

計 ― 2,835 43.32

（注）　当社は自己株式2,329千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合35.60％)を保有しておりますが、当該自己

株式には議決権がないため、上記の「大株主の状況」からは除外しております。

 

EDINET提出書類

スターホールディングス株式会社(E03818)

四半期報告書

 8/21



（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 2,329,700 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,211,600 42,116 ―

単元未満株式 普通株式 2,400 ― ―

発行済株式総数 6,543,700 ― ―

総株主の議決権 ― 42,116 ―

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

スターホールディングス㈱

福岡市早良区西新五丁目

15―55
2,329,700 － 2,329,700 35.60

計 ― 2,329,700 － 2,329,700 35.60

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　（1）退任役員

役　　　名 職　　　名 氏　　　名 退　任　年　月　日

代表取締役社長 － 佐藤　不三夫 平成26年８月13日

 

　（2）役職の異動

新　役　名 新　職　名 旧　役　名 旧　職　名 氏　　　名 異　動　年　月　日

代表取締役社長 － 取締役 管理部長 野中　　功 平成26年８月13日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,193,222 2,928,192

売掛金 14,758 8,664

商品 4,200 －

仕掛品 2,202 －

差入保証金 31,913 32,959

未収還付法人税等 4,280 162

その他 44,790 59,874

流動資産計 3,295,368 3,029,853

固定資産   

有形固定資産 781,602 961,534

無形固定資産 1,330 910

投資その他の資産 192,932 115,660

投資有価証券 164,730 89,851

その他 42,007 181,903

貸倒引当金 △13,804 △156,094

固定資産計 975,864 1,078,105

資産合計 4,271,232 4,107,958
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 9,070 －

未払法人税等 9,854 1,791

賞与引当金 6,297 4,675

その他 48,553 7,810

流動負債計 73,776 14,277

固定負債   

長期未払金 319,490 319,490

繰延税金負債 10,762 5,177

役員退職慰労引当金 2,490 1,230

退職給付に係る負債 19,302 16,881

資産除去債務 2,798 11,751

負ののれん 278,802 264,128

固定負債計 633,646 618,658

負債合計 707,422 632,936

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,500,000 2,500,000

資本剰余金 60,749 60,749

利益剰余金 1,555,213 1,496,477

自己株式 △593,596 △593,596

株主資本合計 3,522,367 3,463,630

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 41,442 11,391

その他の包括利益累計額合計 41,442 11,391

純資産合計 3,563,810 3,475,022

負債・純資産合計 4,271,232 4,107,958
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 441,861 92,016

売上原価 305,671 53,431

売上総利益 136,189 38,584

その他の営業収入 △7,131 3,340

営業総利益 129,057 41,925

販売費及び一般管理費 ※ 184,754 ※ 128,174

営業損失（△） △55,696 △86,249

営業外収益   

受取利息 502 1,125

受取配当金 1,012 633

負ののれん償却額 14,673 14,673

貸倒引当金戻入額 315 247

投資事業組合運用益 8,198 －

保険解約返戻金 10,174 －

その他 1,712 123

営業外収益計 36,589 16,804

営業外費用   

投資事業組合運用損 － 3,560

貸倒引当金繰入額 － 22,536

自己株式取得費用 330 －

営業外費用計 330 26,097

経常損失（△） △19,437 △95,542

特別利益   

固定資産売却益 － 2,317

投資有価証券売却益 － 39,207

特別利益計 － 41,524

特別損失   

固定資産除却損 2,130 －

子会社株式売却損 － 562

割増退職金 2,291 －

再就職支援費用 2,400 －

特別損失計 6,821 562

税金等調整前四半期純損失（△） △26,259 △54,580

法人税、住民税及び事業税 6,924 1,604

法人税等調整額 － 2,551

法人税等合計 6,924 4,156

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △33,184 △58,736

四半期純損失（△） △33,184 △58,736
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △33,184 △58,736

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △16,474 △30,051

その他の包括利益合計 △16,474 △30,051

四半期包括利益 △49,658 △88,788

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △49,658 △88,788
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △26,259 △54,580

減価償却費 4,473 11,568

負ののれん償却額 △14,673 △14,673

貸倒引当金の増減額（△は減少） △315 22,289

退職給付引当金の増減額（△は減少） △40,229 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △2,420

受取利息及び受取配当金 △1,515 △1,759

投資有価証券売却損益（△は益） － △39,207

子会社株式売却損益（△は益） － 562

有形固定資産売却損益（△は益） － △2,317

有形固定資産除却損 2,130 －

売上債権の増減額（△は増加） 3,227 3,822

たな卸資産の増減額（△は増加） 41,705 △8,254

差入保証金の増減額（△は増加） △13,762 △1,046

長期未収債権の増減額（△は増加） 420 △2,186

仕入債務の増減額（△は減少） △126 △4,972

その他 △62,302 △12,083

小計 △107,229 △105,260

利息及び配当金の受取額 1,514 918

法人税等の支払額 △3,876 △9,976

法人税等の還付額 351 265

営業活動によるキャッシュ・フロー △109,241 △114,051

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △132,559 △207,348

有形固定資産の売却による収入 － 16,872

投資有価証券の売却による収入 － 55,094

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出
－ △10,596

投資事業組合からの分配による収入 － 15,000

長期貸付けによる支出 － △20,000

従業員に対する貸付金の回収による収入 721 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △131,838 △150,978

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △55,826 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △55,826 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △296,905 △265,030

現金及び現金同等物の期首残高 2,590,587 3,193,222

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,293,681 ※ 2,928,192
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社グループは、前連結会計年度まで10期連続の営業損失を計上しており、当第２四半期連結累計期間において

も営業損失86百万円を計上しております。当社は、連結子会社の日本エネ製作株式会社が行う売電事業に経営資源

を集中させるため、当第２四半期連結会計期間において、同じく連結子会社で太陽光発電システムの販売・施工等

を行っていたグリーン環境株式会社の全株式を運河礎石有限公司に譲渡いたしましたが、九州電力株式会社が平成

26年９月24日に公表した九州本土の再生可能エネルギー発電設備に対する接続申込みの回答保留により、売電事業

計画に大幅な差異が生じる恐れが出てきたことから、利益の計上が不透明な状況となっております。

　これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　四半期連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、売電事業計画の見直し及び新規事業による

新たな収益源の検討を進めてまいりますが、これらは実施途上及び実施予定の施策であり、今後の経済並びに金融

環境の急激な変化や、政府及び電力会社の再生可能エネルギー政策への対応いかんによっては、計画どおりに進捗

しない可能性があります。したがって、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

　当第２四半期連結会計期間において、連結子会社グリーン環境株式会社の株式を全部譲渡したことにより、連

結の範囲から除外しております。

　なお、当該連結の範囲の変更は、当四半期連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を

与えます。当該影響の概要は、連結損益計算書の売上高の減少、連結貸借対照表の総資産の減少であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（追加情報）

（表示方法の変更）

（四半期連結損益計算書）

　当社グループは、金融商品取引業固有の事項のうち主なものについては、「金融商品取引業等に関する内閣府

令」及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」に準拠して作成しておりましたが、金融商品取引業を廃止

したことに伴い、以下のとおり表示方法を変更しております。この表示方法の変更を反映させるため、前第２四

半期連結累計期間の連結損益計算書の組替えを行っております。

(１)「営業収益」の内訳として表示していた「売上高」を独立掲記することとしました。

(２)「売上高」より「売上原価」を控除した額を「売上総利益」として計上しております。

(３)「営業収益」の内訳として表示していた「受入手数料」「トレーディング損益」「その他」を「その他の営

業収入」として組み替えております。

(４)「売上総利益」と「その他の営業収入」の合計を「営業総利益」として計上しております。

　この結果、前第２四半期連結累計期間の連結損益計算書において、「営業収益」に表示していた434,729千円

は、「売上高」441,861千円、「その他の営業収入」△7,131千円として組み替えております。また、「純営業収

益」に表示していた129,057千円は、「営業総利益」129,057千円として組み替えております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

役員報酬 35,022千円 38,211千円

従業員給与・賞与 58,718 31,903

賞与引当金繰入額 － 3,906

退職給付費用 △36,496 1,119
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 2,681,498千円 2,928,192千円

証券取引責任準備金口 △10,792 －

金融先物取引責任準備金口 △63,760 －

外国為替取引担保預金 △313,264 －

現金及び現金同等物 2,293,681 2,928,192

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

配当に関する事項

　該当事項はありません。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

配当に関する事項

　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注)１

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注)２

 
再生

エネルギー・
環境事業

投資・金融
サービス業

合計

営業収益      

(1)外部顧客への営業収益 441,861 △7,131 434,729 － 434,729

(2)セグメント間の内部取引高
又は振替高

29,095 － 29,095 △29,095 －

計 470,956 △7,131 463,824 △29,095 434,729

セグメント利益又は損失(△) 61,753 △106,266 △44,513 △11,182 △55,696

（注）１.セグメント利益又は損失(△)の調整額には、セグメント間取引消去2,146千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△13,329千円が含まれております。

　　　２.セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っておりま

す。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注)１

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注)２

 
再生

エネルギー・
環境事業

投資・金融
サービス業

合計

営業収益      

(1)外部顧客への営業収益 92,016 1,056 93,072 2,284 95,357

(2)セグメント間の内部取引高

又は振替高
－ － － － －

計 92,016 1,056 93,072 2,284 95,357

セグメント損失（△） △71,878 △2,557 △74,436 △11,813 △86,249

（注）１.セグメント損失(△)の調整額には、セグメント間取引消去918千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△15,015千円が含まれております。

　　　２.セグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。

 

（企業結合等関係）

事業分離

１．事業分離の概要

（1）分離先企業の名称

　運河礎石有限公司

（2）分離した事業の内容

　太陽光発電システムの販売・施工等

（3）事業分離を行った主な理由

　グリーン環境株式会社は、平成21年7月より太陽光発電システムの販売業務を開始いたしました。また平

成24年１月には施工部門を設置し、販売から施工まで一貫して請け負える体制を構築してまいりました。

　一方で、当社の連結子会社である日本エネ製作株式会社は、平成25年11月より太陽光発電システムによる

売電事業に参入し、事業を展開しておりました。再生エネルギー・環境事業に係る対顧客業務をグリーン環

境株式会社、売電事業を日本エネ製作株式会社が行う体制を整えておりましたが、日本エネ製作株式会社が

計画する自社発電所の候補案件が増加しつつあり、売電事業計画が順調に推移していたことなどから、同事

業のビジネスモデルの再構築を検討した結果、今後は経営資源を売電事業推進のための自社発電所建設に集

中させることとし、対顧客に係る事業から撤退することを決定いたしました。これにより、連結子会社のグ

リーン環境株式会社の株式を運河礎石有限公司に譲渡することを決議したものであります。

（4）事業分離日

　平成26年８月１日

（5）法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

　受取対価を現金のみとする株式譲渡

 

２．実施した会計処理の概要

（1）移転損益の金額

子会社株式売却損 562千円
 
（2）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

　流動資産 42,523千円  

　固定資産 7,338千円  

　資産合計 49,862千円  

　流動負債 158,730千円  

　固定負債 1,260千円  

　負債合計 159,990千円  
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（3）会計処理

　当該譲渡株式の連結上の帳簿価額と売却額との差額を子会社株式売却損として特別損失に計上しておりま

す。

 

３．分離した事業が含まれていた報告セグメント

　再生エネルギー・環境事業

 

４．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

 累計期間  

売上高 53,604千円  

営業損失（△） △9,218千円  

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

　１株当たり四半期純損失金額 　　　　　　　　　　７円20銭 13円94銭

 （算定上の基礎）   

　 四半期純損失金額 　　　　　　　 　 33,184千円 58,736千円

　 普通株主に帰属しない金額 　　　　　　　　　　 － 千円 －千円

　 普通株式に係る四半期純損失金額 　　　　　　　 　 33,184千円 58,736千円

　 普通株式の期中平均株式数 　　　　　　　　 4,606,397株 4,213,944株

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また

　　　　潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　当社の連結子会社である日本エネ製作株式会社は、東京金融取引所の取引所為替証拠金取引「くりっく365」、

及び店頭為替証拠金取引「為替24」のサービスを一般投資家に提供するため、シンプレクス株式会社から外国為替

証拠金取引のインターネット取引システムの提供を受けておりました。ところが、平成23年７月より同社の開発し

た新システム「Voyager（ボイジャー）」を導入したところ、同年８月２日、及び平成24年４月５日に大規模なシ

ステム障害が発生し、それに伴う取引停止等で一部の顧客に損失が発生いたしました。これは同システムに設計上

の重大な欠陥があったこと、また平成23年８月２日の障害については、その復旧作業において人為的ミスが重なっ

たためであります。これらの大規模なシステム障害により、日本エネ製作株式会社は顧客からの信用を失い、外国

為替証拠金取引等の事業の継続を断念し、平成24年12月までに、会社分割の方法による事業分離を行いました。

　これら一連の債務不履行ないし不法行為による損害賠償を請求すべく、シンプレクス株式会社に対して、平成25

年11月15日付で東京地方裁判所に損害賠償請求訴訟を提起いたしました。

　なお、損害賠償請求額は3,686百万円であります。

　また、本件訴訟については、シンプレクス株式会社が反訴として、日本エネ製作株式会社に対し外国為替証拠金

取引サービスの未払利用料及び損害賠償として158百万円を請求する訴訟を提起しております。日本エネ製作株式

会社は、シンプレクス株式会社に対して利用料の支払義務や損害賠償債務が存在するとの認識はなく、本件反訴の

本訴である損害賠償請求事件とあわせて日本エネ製作株式会社の正当性を主張していく考えであります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成26年11月10日

スターホールディングス株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森　　行一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴田　祐二　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスターホール

ディングス株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年

７月１日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スターホールディングス株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
強調事項

　継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は前連結会計年度まで10期連続の営業損失を計上してお

り、当第２四半期連結累計期間においても営業損失86百万円を計上している。当該状況により、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、

当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸

表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていな

い。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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